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危機における文化遺産の保護をめぐる課題
　　─ジョージア・トビリシで開催された会議「Collaboration in Times of 

Crisis: Preserving Natural and Cultural Heritage」に参加して─

牧　野　真理子※

はじめに

　2023年４月26日から28日にかけて、ジョージア
国立博物館および英国のヴィクトリア＆アルバー
ト博物館、プロイセン文化財団・ベルリン国立博
物館郡ラートゲン研究所の共催により、国際会議
「Collaboration in Times of Crisis: Preserving Natural 
and Cultural Heritage（危機の時代のコラボレーショ
ン：自然遺産と文化遺産を守る）」が開催された。
筆者も同国際会議に参加したので、その概要につい
て簡単に報告したい。

Ⅰ．会議の概要

　社会、政治、経済システムの急激な変化、気候変
動、さらに様々な地域で起こる紛争は、世界の自然
遺産および文化遺産への深刻な脅威となっている。
国際会議「Collaboration in Times of Crisis」では、背
景、分野、アプローチは多岐にわたるものの、遺産
保護という共通の関心を持つ研究者、専門家、実務
家が集まり、危機の中の自然遺産・文化遺産を保護
する上での協力の可能性を議論するとともに、将来
に役立つ学術的・専門的なネットワークを構築する
ことを目的として開催された。（全体のプログラム・
登壇者は、図１を参照されたい。）
　会議自体は４月26日、27日の２日間に分けて開催
され、３日目はエクスカーションが行われた。トビ
リシにて対面で開催されたが、登壇者および視聴者
ともにオンラインでの参加も認められていた。

Ⅱ．「危機の時代」の文化遺産

　会議には、様々な地域からの登壇者があり、コー
カサス、中東、中央アジア、アフリカ、北米・中
南米地域で、それぞれが危機の前後・最中（Before, 
During, After /Post Crisis）に実際に行ってきた遺産
保護の取り組み、そこから得た経験が共有された。
筆者は、シリア北西部の非政権支配地域の世界遺産
の構成資産を含む、文化遺産保護において、非政府
主体である現地専門家と協働する上での課題を共有
した。
　また、この会議開催に先立って２つの出来事が
あった。１つは、2022年２月24日に開始されたロシ
アによるウクライナへの軍事侵攻である。国内外の
メディアで報道されているように、軍事侵攻開始後
から、ロシアによるウクライナの文化遺産に対する
意図的な攻撃、略奪が問題視されている。もう一
つは、会議開催の約２ヶ月前の2023年２月６に起
きたトルコとシリア大地震である。両国あわせて
５万６千人以上の死者が発生し、文化遺産にも大き
な被害が出た。そのような背景のもと開催された会
議であったため、まさに危機の最中の対応を迫られ
ているウクライナ、トルコ、シリアに関係する発表
も含まれていた。
　発表の中には、紛争や意図的な破壊、自然災害、
気候変動などといった、一般に「危機（Crisis）」と
言われた際に思い浮かぶものに留まらず、ある国の
文化遺産保護の政策を「Institutional Crisis（制度的
な危機）」として批判的に説明しているものもあり、
危機という用語がこれまで以上に幅広く使われてい
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勢力が存在し、いくつかの地域において実行支配
を続けている

　2）

。その結果、シリア古物博物館総局
（DGAM）の管理下にない考古遺跡や博物館が、シ
リアには多数存在することになった。シリアには６
つの世界遺産が存在するが、紛争の影響をうけて、
2013年には６つの世界遺産全てが危機遺産リストに
登録されることになった。危機遺産リストに登録さ
れた世界遺産については、毎年開催される世界遺産
委員会で締約国からの保全状況の報告が義務付けら
れているが、そのうちの一つで、非政権支配地域に
位置する「北部シリアの古代村落群」については、「こ
の地域はまだ武装集団の支配下にあり、この地域へ
の立ち入りは禁止されているため被害状況の評価は
困難である」とシリア古物博物館総局の提出した保
全状況報告書（SOC）に記載されただけであった

　3）

。
　当局の管理が及ばない地域においては、文化遺産
の略奪や破壊が一層懸念されるが

　4）

、そうした当局の
アクセスが制限されるような地域で、文化遺産や博
物館の管理に非政府主体が文化遺産保護に大きな役
割を果たしている。例えば、シリア北部、紛争によ
り被害を受けるとともに、ISISの占領下に置かれた
2013年にコレクションの多くが略奪されたラッカ博
物館では、NGO団体であるRoyaが、Aliph財団やJ.M. 
Kaplan財団から援助を受けて、博物館再開に向けた
事業を行っている

　5）

。また、シリア北西部イドリブ県
のマラアト・ヌマーン博物館では、2014年に地元
の考古学者からなるイドリブ文化財センター（Idlib 
Antiquities Center）が、ペンシルベニア大学など海
外の機関からの技術的サポートを受けながら、モザ
イク壁画を含む博物館に収蔵されている遺物の保護
作業を実施した

　6）

。その後、IACは筑波大学と協力し
て世界遺産「北部シリアの古代村落群」の構成資産
を対象に文化遺産の被害状況の記録作成が行ってい
る
　7）

。こうした市民団体は、現地で活動できる強みを
活かし、地域住民を対象にした文化遺産の啓発活動
も積極的に進めている。また2011年以降、シリア人
文化遺産関係者や研究者がシリア国外に拠点を移
し、欧米などで文化遺産保護のNGO設立を進めた
結果、現地の市民団体とそうしたNGOが連携して
プロジェクトを進める事例も少なくない。
　こうした市民団体がシリアの紛争地で活動し、海
外の財団やNPO、研究機関と協力関係にある一方、
それらの市民団体と政権当局やユネスコとのコラボ
レーションやデータ共有は、ほとんど行われていな

るという印象をもった。また、紛争が続き国内が疲
弊しきった中で、大地震に見舞われたシリアのよう
に、複数の危機が組み合わさることで事態がさらに
複雑化し、活動を困難にしている現状が紹介され
た
　1）

。

Ⅲ．誰と、どのように、コラボレーションするか

　タイトルの「危機の時代のコラボレーション」に
あるように、様々な分野、立場、方向性におけるコ
ラボレーションの必要性、そしてそれをどう推進す
るかが、この会議の重要なテーマであった。不安定
かつ複雑な状況において、効果的な文化遺産保護を
推進するためには、国境、分野、専門家/非専門家、
国家主体/非国家主体などの枠を超えた、協力関係
の構築が必要であるということは参加者全員が共有
していた前提だったと言える。
　異なる分野間の連携の事例としては、例えば、考
古学者と密に連携し、教育プログラムなどを設ける
ことで軍事作戦中に考古遺跡や歴史的建造物の破壊
を極力減らそうとする米軍の試みが紹介された。ま
た倫理的観点から取り組むべき事例としては、文化
遺産のマネジメントにおける先住民族・コミュニ
ティの参画の必要性と、先住民族による遺骨・遺物
の返還要求なども扱われた。地域的な広がりを見
せるコラボレーションの事例としては、Heritage for 
Peaceが行なっているような、アラブ諸国の市民団
体間のネットワークを形成することで、紛争下の国
の文化遺産保護において共通する課題を明らかにす
るとともに、効果的な支援に繋げようとするものが
あった。

Ⅳ．紛争地におけるコラボレーション
　　非国家主体の役割

　紛争地における非国家主体とのコラボレーション
の必要性と、課題についても議論された。その背景
には、近年、世界の様々な地域にある遺産が直面し
ている危機的状況に対して、従来有効であった文化
遺産保護のフレームワークが対応できていないとい
う状況がある。事実上、領土が分断されていること
で、文化遺産の保護と復興が困難になっているシリ
アの事例を見てみたい。
　2011年からの内戦の結果、シリア国内には異なる
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いのが現状である。シリア古物博物館総局は非政府
主体と協力する姿勢をこれまで見せていない。ユネ
スコが実施してきたシリア支援プロジェクトのカウ
ンターパートも、一貫してシリア古物博物館総局に
限定されてきた。他方で、シリアの政権関係者への
厳しい経済制裁の措置をとるアメリカでは、こうし
た市民団体の方が協力先としては好ましく捉えられ
ている。
　このような状況を受けて、ディスカッションでは
参加者から、世界遺産条約などのユネスコの枠組み
は、締約国が相手となる場合には、有効に機能する
反面、紛争下の地域においては機能していないため、
非国家主体とのコラボレーションが今後は積極的に
行われるべきだという意見が出された。ウクライナ
でロシアが行っているウクライナ文化遺産に対する
破壊行為に対しても、ユネスコが十分に対応できて
いないという声もあった

　8）

。こうした批判は、ユネス
コが過去50年以上にわたり、国際協力を通じた人類
の遺産の保護という理念を推進してきたことに加え
て、世界遺産条約がいまや世界的に認知され、高い
ブランド力を有する条約になったからこそ向けられ
たものであろう。市民団体とのコラボレーションは
様々な可能性を秘めていると思われるが、一方で紛
争地という特殊かつ複雑な政治事情を抱える地域に
おいて、そうした市民団体にどこまでの役割を期待
するのか、どこまでの権限を持つかについても検討
する必要があると考える。

おわりに

　以上、「Collaboration in Times of Crisis: Preserving 
Natural and Cultural Heritage」の概要を報告した。既
存の枠組みを超えたコラボレーションが今後一層広
がりを見せていくと考えられるが、その望ましい
あり方については引き続き議論の必要性を感じた。
ヨーロッパ大陸とユーラシア大陸の結節点に位置
し、古来より文明の十字路であったジョージアは、
さまざまな国と地域から参加者のあった今回の会議

開催には格好の場所だったと言えるかもしれない。
また、ジョージアの国自体も、アブハジアと南オセ
チアというロシアによる占領地において、ジョージ
アの文化遺産を標的とした破壊行為が行われている
ということで、まさに現在進行中の危機への対応を
迫られている当事国でもあった。今回の会議で共有
された実際の文化遺産保護の活動での経験や課題
を、今後の文化遺産保護の取り組みを行う上での参
考としたい。

註
１）日本イコモスinfo誌12-6号「文化遺産国際協力コンソー
シアム『トルコ・シリア地震における文化遺産の被災状
況についての臨時会合出席報告』（牧野2023）を参照。

２）一般に、反政府軍、政府軍、クルド人勢力、トルコ軍が
実行支配する地域に分けられる。https://syria.liveuamap.
comを参照。

３）ユネスコ世界遺産委員会のSOCレポートを参照。
４）アレッポ県アフリンに所在するアイン・ダーラ遺跡は、

2018年の空爆により遺跡は大きな被害を受けたが、その
後適切な管理がされなかったことによりさらなる略奪
や盗掘の被害が引き起こされた。

５）https://www.aliph-foundation.org/en/projects/rehabilitation-
of-raqqa-museum

６）https://syriansforheritage.org/?p=3218
７）http://rcwasia.hass.tsukuba.ac.jp/bunka/index.html
８）ウクライナ侵攻をめぐってもユネスコの姿勢は批判され

ている。2022年には、世界遺産委員会の開催をめぐり、
ロシアのウクライナ侵攻後、2022年６月に予定されてい
たロシア、カザンでの世界遺産委員会に対して、開催地
と議長国の変更を求める声が46カ国の締約国から世界
遺産委員会に対して寄せられた。批判の内容は、ロシア
がウクライナの世界遺産を攻撃している中で、ロシアを
議長国として世界遺産委員会を開催することは、条約の
信頼性を損なうことにつながるというものだった。その
後ユネスコ世界遺産センターの対応は、Webで開催地変
更の手続きに必要な規則を公開し、その後５月に委員国
の協議の結果、無期限の延期が決定されたと簡潔に発表
した。11月にロシアが議長国を辞退するまで、世界遺産
登録の審査が行われる最も重要な会議が、明確なアナ
ウンスもないままに無期限に延期されるという事態に
陥った。



－212－

危機における文化遺産の保護をめぐる課題（牧野）

※発表者氏名・所属・肩書は、主催者の発表時のままである。
※当日のプログラム変更については、反映していない。

図 1　プログラム （右：1日目、左：2日目）




